
                                    
会議録要旨 

  会  議  名 令和６年度第２回港区特別職報酬等審議会 

  開 催 日 時      
令和６年１０月１７日（木曜日） 

午後６時１５分から午後７時３０分まで 

  開 催 場 所      区役所９階研修室 

  委   員      

（出席者） 

古川史高・河合智・田中泉・堀信子・中野智江子・栗山由美・芝耕太郎・

秋田恵・辻村法泰 

 

（欠席者）臼井浩之 

  事 務 局      総務部長、総務課長、総務課総務係長 

その他出席者 財政課長、人事課長、区議会事務局次長 

  傍 聴 者      なし 

  会 議 次 第      

（１）区の財政状況について     財政課長 

（２）職員の給与勧告等について   人事課長 

（３）特別職の報酬等について    総務課長 

（４）政務活動費等について     区議会事務局次長 

（５）前回の答申について      総務課長 

  配 付 資 料      

［席上配付］ 

資料１  港区の財政状況について 

資料２  特別区人事委員会勧告の機能等について 

資料３  令和６年職員の給与等に関する報告及び勧告の概要 

資料４  特別職の職務等とこれまでの改定の経緯について 

資料５  特別職の年間給料等支給額及び港区議会議員の年間報酬等支給

額 

資料６  特別区（２３区）職別年収・基本給料月額比較表 

資料７  政務活動費の概要 

資料８  令和５年度（令和５年５月～令和６年３月分）政務活動費収支

報告（総括表） 

資料９  港区議会政務活動費審査会設置要綱 

資料１０ 港区特別職報酬等審議会答申（令和５年１１月２４日） 

資料１１ 今後のスケジュール（案） 

 

【参考資料】 

参考資料１ 港区特別職報酬等審議会条例 

参考資料２ 港区長等の給料等に関する条例 

参考資料３  港区教育委員会教育長の給与等に関する条例 

参考資料４   港区常勤の監査委員の給与等に関する条例 

参考資料５   港区議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例 

参考資料６   港区議会における政務活動費の交付に関する条例 

参考資料７ 港区議会における政務活動費の交付に関する規程 

参考資料８ 港区長等の退職手当に関する条例 

参考資料９   港区財政レポート 令和５年度（２０２３年度）決算 

参考資料１０  港区行政資料集 令和６年度（２０２４年度）版 



                                    
 

   会議の結果及び主要な発言 
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財政課長 

 

 

 

委  員 

 

 

総務課長 
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財政課長 
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財政課長 

 

 

 

 

委  員 

 

委  員 

 

 

財政課長 

 

 

委  員 

 

 

開会 

 

配付資料の説明 

 

２ 議題 

（２）職員の給与勧告等について説明 

 

（３）特別職の報酬等について説明 

 

（４）政務活動費等について説明 

 

（５）前回の答申について説明 

 

（１）区の財政状況について説明 

 

質疑応答 

 

資料４項番３について、特別職や区議会議員の役職によって引き上げ幅、引き下

げ幅に差をつけた年はあるか。また、他区の事例の情報はあるか。 

 

各職で給与等の額は異なるが、同じ比率で適用している。 

また、他区の事例だが、各区で判断が異なる。昨年度は引き上げ幅を押さえた区

や、据え置きの区もあった。どの区も特別職報酬等審議会に諮り、各区の状況に

応じて判断している実態がある。 

 

資料１の８ページ基金について、今年度予算で基金を活用するというのはどうい

う意味か。 

 

予算を取り崩すということ、基金を利用するということ。 

 

予算に余裕がない状況だから取り崩すという捉え方が正しいのか。 

 

歳出予算に対して歳入予算が不足している場合に基金を取り崩す。調整を行う。

ただし、特定の目的のために積み立てている基金、例えば、公共施設等整備基金

等を取り崩して施設整備に充てている。全額が財政調整基金を取り崩すというわ

けではない。 

 

予算に余裕がないということではなく、計画的ということで理解した。 

 

資料１の８ページ基金について、借入金（区債）について完済ということだが、

いつ頃どのような理由で借りたのか。今後、発生しうるのか。 

 

以前に学校施設の整備等のために区債を発行し借り入れた。 

財政運営方針では、今後は原則として区債を発行しないこととしている。 

 

資料６について、教育長の年収が２３区第１位だった。２３区の中で、区の教育

の経費が高いのは、教育長の年収も関係あるのか。またいつ頃からか。 
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各年度の引き上げ幅または引き下げ幅によって、順位に変動が生じるものであ

り、昨年度は他区に比べ引き上げ幅が大きかったことが順位に影響していると思

われる。 

 

教育の経費の財源配分について、港区では国際学級やイングリッシュティーチャ

ーの配置、部活動指導員の配置など、手厚く実施しているという状況はある。 

また、教育に限らず、都心区ということもあり周辺区に比べ、学校施設の用地取

得や維持管理等に経費がかかるという面もある。 

 

資料４について、賃上げで一般職の月例給の率が 0.98％上がったが、一般職の若

年層と特別職では給与の総額が異なるため、額として大差が生じると考えるが、

本審議会の判断はそういうものなのか。 

 

昨年度は給与の絶対値に引き上げ率をかけたため、結果として、一般職員の若年

層よりも引き上げ額が高くなる傾向があった。 

昨年度の議論では、特別職等の場合、年齢構成で報酬額等を判断するのは難しい

という意見があった。 

 

資料１の６ページ特別職の給与は義務的経費の人件費に当たるのか。 

 

当たる。 

 

資料１の７ページに用地取得費、施設需要が高い港区の特徴をコントロールする

ことが重要だと思うが、土木費や学校建設費、公共施設等整備基金の取り崩しな

ど、ここ数年の状況はどうなのか。 

 

用地取得費が最も高い、そのために公共施設等整備基金を積み立てている。 

 

資料１の５ページ歳出の状況について、人件費はどこに入っているのか。 

 

それぞれに入っている。区長、副区長は総務費、区議会議員は議会費、教育長は

教育費。 

 

資料８について、本審議会では政務活動費も審議の範囲ということで合っている

か。 

 

諮問内容に政務活動費も含まれているため、審議の範囲であるが、答申の内容は

年度ごとに判断いただいている。 

政務活動費に関する答申は平成２７年にいただいていて、それ以降は給与につい

てのみ、答申をいただいている。 

 

質疑応答終了 

 

 

今後の予定の説明 

 

11 月 13 日は記載されていないが開催するのか。 

 

記載漏れ。11 月 13 日は開催予定。 

 

閉会 

 

 

 


